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Possibilities for co-benefit development
– A case study of solar cooker usage –
KAGAWA Reiko
The purpose of this study is to explore and assess the results, effects and influences of the co-ben-
efits development approach to intended project beneficiaries in developing countries.  The co-benefits
approach aims to address the needs of communities in under-developed countries while ameliorating
the effects of climate change. 
For this study, I visited the remote villages in Ladakh in the Himalayan region of India on two occa-
sions to survey a sample of residents and beneficiaries. In addition, this research took into account
secondary data from several previous studies.
Recently, actors in international development have increasingly focused on co-benefit approaches.
While several studies have been made on estimating the benefits of climate change mitigation, often lit-
tle is known on how each project following this approach assists the poorest people and addresses their
socio-economic development needs.
Additionally, problems can be seen to occur in the field when international development agencies
attempt to transfer environmentally-friendly technology to developed countries.  Thus, this thesis ana-
lyzes the development-related benefits for local people and identifies the factors to which attention
should be paid. In this case, the research uses a case study of solar cookers, which have been provided
to villagers as a co-benefit cooking tool. 
The study and its analysis are based on the findings of field research on the solar cooker project
undertaken by Japanese NGO JULAY LADAKH.
In response to the results of this study, suggestions and proposals have been offered as to what
should be paid attention to in the shift to co-benefit environmentally-friendly technology. 
While the project analyzed in this case study was judged a success by partner organizations, there
were many factors relating to the end results.  So, when a similar kind of co-benefit project is planned,
international cooperation agencies should research the needs and situation of the recipients on a case-
by-case basis.
In general, what seems to be lacking in many such co-benefit development projects is a considera-
tion of the needs of intended beneficiaries and appropriateness of technology, rather than simply the
climate benefits of the intended usage.
The study also attempts to predict the influence of the success or otherwise of such co-benefit pro-
jects implemented at the local level on the policy and decision-making processes among government
and other stakeholders, especially as they relates to the achievement of the twin goals of climate-
change mitigation and sustainable socio-economic development on a region-wide or nation-wide level.
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1．はじめに
本稿の目的は、コベネフィット型開発と呼ば
れる手法が、途上国の人々にどのような影響を
与えるかを検証することである。コベネフィッ
トとは、持続可能な開発を可能にする手法とし
て注目され、環境に配慮しつつ開発を行うアプ
ローチである。研究手法としては、文献研究の
ほか、インドのヒマラヤ山岳地域ラダックの遠
隔村において、2度の調査（2008年8-9月、
2009年6-7月）を実施した。
本稿では、まずコベネフィットのアプローチ
と、筆者の問題意識について整理する。そして、
現地調査結果に基づき「開発便益1」について
分析を行う。
最後に、分析に基づき、先進国から途上国へ
環境技術のコベネフィット型協力を行う際の留
意点を提言する。また、コベネフィット型開発
の可能性について、ミクロレベルの開発便益に
とどまらず、途上国と先進国がグローバルな諸
問題に一致して取り組むことを可能にする、マ
クロレベルの展望を述べる。
2．問題意識
2.1 コベネフィットの定義と必要性
筆者が、コベネフィット型開発に着目したき
っかけは、緊急人道支援NGOに勤務していた
際に、貧困と環境悪化の悪循環を目の当たりに
したことにある。途上国の貧困層は、気候変動
による異常気象などの被害を受け、生活がさら
に困窮化している。環境の悪化と貧困は相互に
連関している現象である。よって、解決には
「環境と開発」を両立させるスキームの確立が
必要不可欠である。
コベネフィット（Co-benefits）とは、「相乗
効果」と訳されているが、筆者は独立行政法人
国際協力機構（以下、JICAとする）の定義2に
従い、コベネフィットを、「開発途上国の持続
可能な開発と気候変動対策のいずれにも貢献す
る取組みをいい、開発便益と気候便益の双方の
実現を目指すもの」と定義する。
気候変動に関する政府間パネル（Intergov-
ernmental Panel on Climate Change: IPCC ）が、
2007年の『第4次評価報告書』の中で「気候シ
ステムの温暖化には疑う余地がない。このこと
は、大気や海洋の世界平均温度の上昇、氷雪の
広範囲にわたる融解、世界平均海面水位の上昇
が観測されていることから今や明白である3」
と述べている。気候変動問題は既に顕在化した
問題として認識されており4、解決には、途上
国と先進国双方による国際協力は不可欠で、先
進国のみによる対策の効果は限定的である5。
しかし、多くの開発途上国では、貧困削減、
水資源や資源・エネルギーの確保、保健医療の
向上など、持続可能な開発に向けて取り組むべ
き様々な重要課題を抱えている。このため、先
進国のように気候変動のみに焦点をあてた対策
をする余裕が途上国にはない6。
筆者は、この途上国と先進国の異なる事情とニ
ーズに応え、貧困と環境の悪循環を断つために、
コベネフィット型アプローチが必要と考える。
2.2 コベネフィット型アプローチの課題と問題
意識
気候変動対策と開発の両方にメリットがある
とされ、最近注目されている「コベネフィッ
ト・アプローチ7」は、近年自然科学的な研究
や気候変動対策への貢献度（「気候便益8」）の
分析が進んでいる9。しかし、提唱されて間も
ないこともあり、技術を途上国に普及する際に
配慮すべき事項や、途上国の人々の生活をどの
ように向上させたか（開発便益）などの社会開
発面での研究は余り進んでおらず、運用面での
トラブルが散見される10。たとえば、ネパール
の国立大学に巨大なソーラークッカーが先進国
から支援されたが、結局失敗に終わった。これ
は故障後、現地の人々の力で修理できなかった
のが主因で、先進国が現地のニーズを無視して
導入したことや、修理方法などのソフト面の研
修やトレーニングが行われなかった失敗の一例
である11。こうした状況を改善するために重要
なことは、コベネフィット型開発をどのように
すれば効果的に実施できるのかを検証するこ
と、先進国と途上国、双方に有意な開発手法を
提案することであると考える。
よって、特定非営利活動法人ジュレー・ラダ
ック（JULAY LADAKH）12が実施する家庭用ソー
ラークッカーの普及事業について事例研究を行
い、ミクロレベルでのコベネフィット型開発の
開発便益や、効果的な普及方法の検証を行う。
ソーラークッカーの規模や形状は多種多様で
ある。大型の機種には、数百人分の調理が可能
なタイプもあり、病院やコミュニティにCDM
（クリーン開発メカニズム）の枠組みで支援され
ることもある。しかし、筆者は家庭用の小規模
なソーラークッカーの普及事業を事例として取
り上げる。その理由は、第一に、途上国の貧困
層の生活向上や生存に直接寄与できるからであ
る。世界には、全人口の約3分の1に相当する
20億人が、調理と暖房を薪に頼っており13、そ
のうち15億人が日常的な薪不足に悩んでいる。
第二に、先進国が高度で大規模な環境技術へ
投資を集中させている現在、途上国の脆弱な
人々にとっての「適正技術」14を見過ごしては
ならないと考えるためである。高度な環境技術
の開発や、それに伴う投資による経済的な利益
は、先進国の投資者やグローバル企業、途上国
のエリート層に流れ、貧困層はその恩恵から排
除されてしまう可能性が高い。
途上国の上層部の資本が蓄積され経済成長を
持続できても、利益は貧困層まであまねくゆき
渡るとは限らない。トリクルダウン仮説の限界
を考慮すれば、コベネフィット型開発において
も、貧困層に直接寄与するミクロレベルの事業
の必要性は明らかである。
途上国の最貧困層の生活を向上させるために
必要な技術は、人々が補修できるレベルの適正
技術である。たとえ高度な技術が援助されても、
貧困層の人々は維持管理のための高価な材料を
購入できない。または、技術的に修理が困難で
あるなど、様々な問題に直面し、故障後放置せ
ざるを得ない状況が生じる15。
よって、小規模な家庭用のソーラークッカー
の事例研究を行い、今後のコベネフィット型開
発の目指すべき方向性を示したい。
次に、コベネフィット型アプローチの呼称に
ついて検討し、視点を明らかにする。前述のと
おり、コベネフィットとは、「開発途上国の持
続可能な開発と気候変動対策のいずれにも貢献
する取組みをいい、開発便益と気候便益の双方
の実現を目指すもの」とするJICAの定義を採
用する。しかしながら、JICAがアプローチ全
体の呼称をコベネフィット型「気候変動対策」
としている点には、異論がある。『コベネフィ
ット型気候変動対策とJICAの協力』という報
告書の題名からは「開発」よりも「気候変動対
策」を志向している印象を受ける。しかしなが
ら、報告書の内容は「開発」志向のJICAの姿
勢を明示しており、題名やアプローチ全体の呼
称と、基本姿勢に隔たりがあると思われる。
筆者は、コベネフィット型「気候変動対策」
ではなく、コベネフィット型「開発」とするこ
とで、人々の生活を向上させる持続可能な開発
に主軸を置く姿勢を明確にしたい。途上国への
働きかけを行う上では、常に途上国の住民の生
活向上を志向する開発が最優先されるべきであ
る。ドナーである先進国や国際機関が気候変動
対策を志向するあまり、途上国の開発ニーズが
おろそかにされてはならない。
コベネフィット型のアプローチを扱った論文
はまだ少ないが、現段階で入手し得た報告書の多
くが、気候変動対策を主軸にコベネフィットを論
じている点が問題と考える。途上国と先進国の非
対称性を鑑みれば、どの程度対象国の開発ニーズ
に貢献できるかが途上国側の関心であり、事業の
成功への鍵である。そのため、コベネフィット型
アプローチの発展のためには、個々の事例の開発
便益の検証が必要である。しかしながら現状では、
気候便益の算出には注力されているものの16、開
発便益の研究はほとんどない。
よって、「コベネフィット型開発」の一例と
して、ソーラークッカーの開発便益を検証し、
アプローチの発展の一助としたい。
事例研究の事業地は、インド最北部のヒマラ
ヤ山岳地域ラダックの遠隔村8村である。インド
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は膨大な人口を抱え「中国とインドが日本と同
レベルの量の石油を使用すれば、両国のために
もう一つの地球が必要になる」17といわれてい
る。近年の経済発展でインドではエネルギー消
費量が増大し続けている。しかし、村落に通じ
る車道すらないヒマラヤ山岳地域は、中心の発
展から置き去りにされ、エネルギー供給からも
隔離されている。こうした人々が、再生可能な
エネルギー技術を取り入れて貧困軽減に取り組
んでいる。本事例の事業は、持続可能な開発を
目指す多くの国にとって、支援する側にとって
もされる側にとっても、示唆に富むと考える。
途上国への技術支援についての研究は多い
が、コベネフィットの視点から人々の貧困削減
について論じたものは少ない。ソーラークッカ
ーの導入に関する研究も限られており、その点
で本研究の意義があると思われる。
3．事例研究―インドヒマラヤ山岳地域ラ
ダックの遠隔村における家庭用ソーラ
ークッカー普及事業―
3.1現地調査の目的及び結果
ソーラークッカーには、本稿で後述する開発
便益のほか、ミレニアム開発目標の8つの目標
全てに貢献できるなど多大な可能性がある18。
しかしながら、導入には難しさがあり、失敗例
が散見される。そのため、ソーラークッカーが
実際に利用されているかを確認するため、現地
調査を実施した。調査期間は、下記のとおりで
ある。2008年8月末から9月の1ヶ月（事業地で
の滞在は11日間）と、2009年6月中旬から7月
末の1ヵ月半（事業地での滞在は25日間）であ
る。調査の目的は、①ソーラークッカーが人々
の生活を向上させる持続可能な適正技術である
のか確認し、②普及上の留意点を明らかにする
ことである。
（1）2008年の調査結果
現地調査の結果、後述のとおり、ソーラーク
ッカーはラダックの人々の生活を向上させる持
続可能な適正技術であることが確認できた。し
かしながら、ソーラークッカーの導入時に研修
が行われなかったことによる問題点も見つかっ
た。ソーラークッカーの代金を半額負担して入
手したにも関わらず、使い方が分からず利用で
きていない受益者がいた。
そのため、2009年は研修プログラムを作成
し、問題点を改善した。研修内容には、2008
年の調査結果を反映し、ニーズに応じた知識や
デモンストレーションを組み込んだ。教材や研
修マニュアルは、事業村の人々に分かり易いよ
うに配慮し、平易な言葉と絵やグラフを用いて
作成した。
（2）2009年の調査結果
2009年の現地調査では、前年の受益者のモ
ニタリングと研修事業を実施し、以下が明らか
になった。①導入後のインパクトを全員が実感
している。②研修事業への参加率がとても高い。
③研修内容の理解度が高い。
(2)-1導入後のインパクト
2008年に支援された48台のうち、調査時に
導入が完了していたソーラークッカーは、27
台である。そのうちのインタビューの対象者全
員が、燃料収集の労働と、薪や畜糞の使用量が
減少したと実感している（図表1参照）。支援し
た学校の寮でも、調理に使っている灯油が
10rが減少19したとの回答を得た。
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図表 1 導入後のインパクト
出典：現地調査（2009年6-7月）に基づき筆者作成
・糞や薪拾いの労働が軽減した 100％（ 18 人中 18 人） 
・薪の使用量が減少した 100％（ 19 人中 19 人） 
・糞の使用量が減少した 100％（ 16 人中 16 人） 
受益者は薪や畜糞の使用量について、具体的
な数値を記録していないため、正確な減少量を
量るのは困難であった。しかしながら、現地で
日常的に使われている袋やバスケット単位で減
少を実感しており、インパクトを確認すること
ができた。2009年は全く薪拾いに行っていな
い世帯や、使用量が4分の1になったという世
帯もある（図表2参照）。
調査期間中、筆者は受益者の家庭（のべ16世
帯）に滞在した。滞在先の家庭だけでなく、隣
近所の家々の屋上で、朝から人々がソーラーク
ッカーをセットしている様子が確認できた。ま
た、突然に訪問した家庭でも、ソーラークッカ
ーでポンポンと呼ばれるパンを焼いていたり、
湯を沸かしていた20。こうした日常的な利用が、
薪や畜糞の使用量の減少につながっている。
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図表 2 ソーラークッカー導入のインパクトを示すインタビュー回答（抜粋）
出典：現地調査（2009年6-7月）に基づき筆者作成
 受 益 者 
番号 
インタビューに対する回答 
質問：どのくらい薪を減らせましたか。 
（対象：薪の使用量が減少したと回答した受益者） 
No.19  今年は 薪拾い を 行ってない。 
大きな 1mくらいの袋の薪を節約できた。 
No.13  今は全く薪を使用していない。 
No.10   月に 3 袋節約できた。 
No.12 月に 9- 10 袋節約できた。 
No.14   日に 3- 4 バスケット節約できた。 
追加 No.3  袋の 3/4は節約できる。（ 使用量が 4 分の 1 になった。 ） 
2 袋しか使わない。（節約した結果 2 袋になった） 
薪使用量の減少 
No.18 バスケット 1 つの薪でヤカン７つ沸かせる。 
バスケット 15 個分、節約できる。 
追加 No.3 3 袋分節約で きた（ 4 袋から 1 袋になった）。 
＝ 使用量が 4 分の 1 になった。 
糞の使用量の減 
少 
No.19 月に 6～ 7 袋節約できた。 
灯油の使用量 No.1- 3 
学校の寮 
灯油の使用量が 10R減少した。  
10R購入するのに 450 ルピー（約 900 円）かかる。 
(2)-2研修事業への参加率がとても高い
環境教育や保健衛生教育のワークショップで
は、受益者にメリットが理解されず、参加を確
保するのが困難なケースも多い。そのため、本
事例では研修に参加してテストに合格すること
を、2009年の受益者の条件とした。その結果、
理由なく欠席したのは、2009年の総支援数48
台のうち1世帯のみで、98％が研修に出席し
た。
(2)-3研修内容の理解度が高い
2009年の研修は、リンシェ村住民合計57名
を対象として、約20人ずつ3日間に分けて実施
した。研修後には、一人ずつ口述形式の理解度
確認テストを行い21、いずれの研修項目も高い
理解度が確認できた（図表3参照）。
3.2 ソーラークッカーによる「開発便益」に関
する考察
本節では主にジョン・フリードマンの唱えて
いる8つの「社会的力」とロバート・チェンバ
ースの「貧困の罠」を組み合わせた視点から、
ソーラークッカー普及による開発便益を考察す
る。以下、まず「社会的力」と「貧困の罠」に
ついて述べ、次に具体的検証を行う。開発便益
は、ソーラークッカーの配布のみの場合と、研
修を実施した場合に分けて考察する。
（1）貧困とエンパワーメント
フリードマンは、貧困を「社会的な力の剥奪」
と定義し、貧困はいくつもの次元から見た総合
的な剥奪状態であるが、「社会的な力」の基盤
をなす資源にアクセスできないことがその根本
的原因であると指摘している22。「社会的な力」
の基盤とは、「①防衛可能な生活空間」、「②余
剰時間」、「③知能と技能」、「④適正な情報」、
「⑤社会組織」、「⑥社会的ネットワーク」、「⑦
労働と生計のための手段」、「⑧資金」である。
これら8つの基盤が、世帯経済を支える重要な
手段であり、貧しい人々はこれらの基盤から遠
ざけられているために、社会的な力がない（剥
奪されている）とフリードマンは説明する。フ
リードマンのエンパワーメント・アプローチで
は、生計を立てる生産の場である世帯が、社会
的パワーの資源を相互的、螺旋的に築いていく
なかで、社会的パワーが獲得される。そのプロ
セスを通してさらに政治的パワーが生まれてく
る。そして、この螺旋状に進むあらゆる局面に
おいて、個人レベルの心理的エンパワーメント
が生じる23とされる。しかし、本稿では、貧困
の根本的原因である、社会的力を与えることに
焦点をあてたい。よって、フリードマンの述べ
る「社会的力」を与えることを「エンパワーメ
ント」と定義し、開発便益について議論する。
しかしながら、フリードマン自身が認めてい
るように、この「力の剥奪」モデルを貧困削減
の処方箋として使うには、深刻な限界がある。
このモデルは、世帯行動をその中心概念として
扱うため、空間の広がりが地域のミクロレベル
に留まってしまう。世帯が明確な利害関心を持
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図表 3 研修の理解度（テスト結果）
出典：現地調査（2009年6-7月）に基づき筆者作成
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ち、動機付けられ、関与できるのはこのミクロ
レベルだからである。しかしミクロレベルで達
成可能なものはたかがしれている24。貧困は構
造的な力の剥奪状態である。よって、構造を変
革するために、社会的力から政治的力への変換
が求められている25。
そこで、筆者は、「政治的交渉力のなさ」を
貧困の悪循環の要素のひとつとして大きく取り
上げているチェンバースの「貧困の罠」と組み
合わせて分析を行いたいと考える。
また、チェンバースの「貧困の罠」は、環境
悪化と貧困の悪循環をとらえる上で有益な概念
である。チェンバースは、貧困を「物質的な必
需品、財産、収入が欠けた状態。低所得による
貧困を含むがそれ以上の意味を持つ」26とし、
さらに窮乏化の悪循環を「貧困の5つの罠」27
（図表4）として捉えている。気候変動を原因と
した洪水や旱魃は、人々を貧困の罠のうち、
「物質的貧困」、「不測の事態の脆弱性」、「身体
的脆弱性」に陥れる。前述した社会的な力の獲
得過程が螺旋的であるように、人々が日々構造
的にとどめおかれている貧困状態も、静態的で
はない。貧しいがゆえに窮乏化していく動態的
な状態である。
環境悪化による貧困の困窮化という動態的な
現象に対して、コベネフィット型開発が、いか
に貢献できるか、またいかに政治的力を与え得
るか明らかにするため、貧困の罠と社会的力の
概念を用いる。
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図表 4 貧困の罠
出典：ロバート・チェンバース（穂積智夫・甲斐田万智子監訳）『第三世界の農村開発～貧困の解決
～私たちにできること』明石書店、1995年、217頁。
（2）薪・畜糞使用量の減少と現金収入の向上
まず、ソーラークッカーの配布のみを行い、
ソフト面の研修を実施しなかった2008年の事
業で、開発便益がどれほど達成されたか検証す
る。調査の結果、前述のとおり以下の3点が確
認できた。
①利用者全員の薪や畜糞の使用量が減少した
（「今年はまだ薪拾いに行っていない」「月
政 治 力 や
公称力のなさ
孤 立 化 不測の事態に
対する脆弱さ
物質的貧困 身体的弱さ
に9～10袋節約できた」などの回答を得
た）。
上記の事実から、家庭内でのエネルギーへの
アクセスが増加し、貧困軽減に寄与したと推察
できる。薪拾いに1回往復4日間かかっている
同地域では、薪使用量の減少は、社会的力の
「②余剰時間」の創出に大きく貢献している。
②一部の受益者がソーラークッカーを活用し
て、トレッキング客を対象とした小規模ビ
ジネス（ゲストハウスでの活用）を行って
いた。
このことから、ソーラークッカーにより現金
収入が向上し、社会的力の「⑧資金」が与えら
れ、開発便益が得られたといえる。急激なグロ
ーバル化の影響を受け、教育や医療に現金が必
要とされ始めているものの、現金収入の仕事が
限られている同地で、「⑧資金」の獲得は、貧
困軽減のインパクトが大きい。
③一部の利用者は、購入していた灯油の使用
量が減少した。
この現金の節約も、社会的力の「⑧資金」へ
のアクセスを可能にしている。
上述のとおり、人々は社会的力の「②余剰時
間」と「⑧資金」を獲得し、開発便益を得たと
言える。しかしながら、本事例の現地調査では、
「②余剰時間」と「⑧資金」の波及効果につい
ては、明らかにすることができなかった。よっ
て、以下の通り文献研究から考察する。
(2)-1 ソーラークッカーにより獲得された「②
余剰時間」とその波及効果
ソーラークッカーの利用によって創出できる
「②余剰時間」は、ライフスタイルや、既存燃
料の種類、普段の調理時間など、多くの要素に
大きく影響される。そのため、ソーラークッカ
ーの利用により、どの程度の余剰時間が創出で
きるか、一概に述べるのは難しい。
そこで、ウェンツェルらの研究を一例として
検討すると、薪拾いと調理時間を短縮できた結
果、月に18時間から26時間の「②余剰時間」が
創出できたと報告されている。また、「②余剰
時間」の波及効果は、以下のとおりである28。
・調理と薪拾いの時間から解放された女性た
ちは、子育て、家庭内の仕事、教育プログ
ラムやトレーニング、社会的ネットワーク
（農村でとても重要な生存戦略）やレジャ
ーに集中できた。
・節約した時間が、自給自足農業の時間や、
街へ職探しに行く時間に充てられた。
上記の報告から、「②余剰時間」が確保され
た結果、人々は「⑥社会的ネットワーク」を形
成し、教育プログラムに参加することで「③知
識と技能」を獲得し、農業や職探しなど「⑦労
働と生産のための手段」といった波及効果を得
ている。
ラダックの事例においても、創出された「②
余剰時間」が、上記と同様に様々な「社会的力」
を人々に与え、波及的な開発便益をもたらすこ
とが推察できる。
(2)-2 ソーラークッカーにより獲得された「⑧
資金」とその波及効果
次に、ソーラークッカーの利用で得られた
「⑧資金」の波及効果を検討する。本事例で獲
得された「⑧資金」の、正確な金額や波及的な
開発便益をはかるには、さらに継続的で綿密な
調査が必要である。そのため、「⑧資金」の獲
得と、そのインパクトを文献研究から明らかに
し、ラダックでの今後の展望を推察する。
ウェンツェルらは、3つの地域でソーラーク
ッカープロジェクトを行い、月給約100ドルの
貧困層が、11ドル節約できたことを明らかに
し、そのインパクトは大きいとしている29。3
つの事業地は、それぞれ電気の通った街、自給
自足の農村、その中間程度の町という特徴があ
った。これらのうち、最も資金を節約できたの
は、電気の通った街に住む住民で、燃料を購入
している人々であった。このように、高額で調
理用燃料を購入しており、節約のニーズが高い
場合、特に金銭的な節約が可能になる。
「⑧資金」の波及効果については、Marlett
らは、次のように指摘し貧困の解消と生活向上
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に役立ったと結論付けている。
・節約した資金が学校や教会に使われ、野菜
や肉などの食料になり、貧困削減につなが
った。
・家庭での利用可能なエネルギーを増大さ
せ、貧困の解消と生活向上に役立った。
上記の事実から、人々は以下の通り社会的力
を獲得したと考察する。すなわち、「⑧資金」
が学校に使われ、人々は「③知識と技能」の獲
得が可能になった。また、肉や野菜を購入して
栄養状態が改善することは、貧困の罠の「身体
的脆弱さ」の軽減につながる。このように社会
的力の「⑧資金」は貧困の罠の「物質的貧困」
を直接軽減し、間接的には「身体的脆弱さ」を
軽減し、病気などの「不測の事態に対する脆弱
さ」を軽減すると考える。
尚、ラダックの事例では、ソーラークッカー
の購入を希望する66世帯のうち、20％がガス
を購入していた。Marlett らの研究は、上述の
とおり、燃料を購入している世帯ほど、金銭的
な節約が可能になることを明らかにしている。
よって、ラダックのガス購入世帯にとっては、
「⑧資金」としての開発便益が大きいと推察す
る。
上述のとおり、ソーラークッカーによる開発
便益は、「貧困の罠」を脱出するための一助と
なる可能性がある。
(2)-3 本事例におけるソーラークッカーの「開
発便益」と「気候便益」
(2)-1と(2)-2で「②余剰時間」と「⑧資金」
の波及効果を文献研究に基づき検証した。本項
ではラダックの本事例の開発便益を、図表5の
とおり考察する。図表5では、ソーラークッカ
ーによって与えられた社会的力が、「貧困の罠」
の5要素をどのように軽減しているか示してい
る。社会的力が相互依存的に獲得され、貧困軽
減の一助となった可能性を表した。（図表5では、
フリードマンの8つの社会的力には数字を記入
し、社会的力と貧困の罠の要素は、太く大きな
文字で表記した）。
3.3 研修による「開発便益」
上述のとおり、ソーラークッカーの配布によ
り、一定の開発便益が得られた。しかし、
2008年は普及時に研修を行わなかったため、
ソーラークッカーの組み立て方や維持管理方法
が分からず、調理ができていない受益者がいた。
そのため、導入時の研修は必須で、ソーラーク
ッカーの設置、調理、洗い方や修理に関する研
修は、開発便益を得るために不可欠である。そ
のほか、人々のニーズに応じた研修を実施する
と効果的であると考える。2009年は、前年の
調査結果に基づき、人々が必要としている知識
やノウハウを普及時の研修に組み込んだ。
以下、研修によるエンパワーメントの可能性
を検討する（図表6参照）。尚、図表6は、ソー
ラークッカーの研修があれば、「貧困の罠」を
断ち切ることができると主張するものではな
く、導入時の研修が「社会的力」を与える可能
性を示している（図表6中、文頭に数字が入っ
ているものが、社会的力を表している）。
前述のとおり、参加者の研修内容の理解度は
高く、人々は、研修に参加して社会的力の「③
知識と技能」を獲得したといえる。「③知識と
技能」に関する研修内容を以下のとおり、3つ
に大別する（デモンストレーションやソーラー
クッカーの維持・管理・調理方法など必須の研
修内容は除く）。
第一に、生産性の向上に関する知識である。
節約した燃料用の畜糞を肥料として畑に投入す
れば、土壌が肥え収穫量の増加や土壌の保全が
図れるという知識を研修で伝えた。ラダックの
人々は畜糞を利用して施肥を行う習慣があるた
め、土壌が肥えることが期待できる。豊かな土
壌は農業を生業とする途上国の貧困層にとって
は、社会的力の「⑦労働と生産のための手段」
に直結する。すなわち、豊かな土壌は、収穫量
を増加させる手段となる。収穫量が増加し、栄
養不良の世帯が自家消費すれば、人々の栄養状
態が改善し、貧困の罠の「身体的脆弱さ」や、
病気による「不測の事態に対する脆弱さ」が軽
減する。また、豊かな土壌が薬草を育み、病気
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の回復に貢献する。収穫量が増加し余剰生産物
を販売すると、人々は「⑧資金」を獲得し、貧
困の罠の「物質的貧困」を軽減することができ
る。事業地の人々は、学校の寮や、トレッキン
グ客に収穫物を販売していた。「⑧資金」の獲
得は、病気の時に治療費の捻出を可能にし、
人々の「身体的脆弱さ」の軽減に貢献すると考
える。
ソーラークッカーを小規模ビジネスに利用す
る方法を伝えることも、「⑧資金」の獲得につ
ながり得る。上述の通り、事業地では、トレッ
キング客を対象としてお湯やお茶、料理を提供
するサービスを実施していたため、他の受益者
にその経験を共有した。
第二に、研修では、社会的力「④適正な情報」
の「d健康情報」を伝えた。同地が抱える問題
のひとつに健康問題があげられる。安全な水の
作り方、煙害、加熱不足と栄養不良の関係性な
どの情報により、貧困の罠の「身体的脆弱さ」
を克服する一助となったと推察する。
第三に、研修では、政治的情報として、非持
続的な開発の弊害を伝えた。開発計画という
「政治的情報」に、公害や地球温暖化の問題の
「環境教育」を関連付けた。人々は、樹木の伐
採や薪利用時の温室効果ガスが、自らの生活に
どのような悪影響を及ぼすか理解した。こうし
た理解が、ソーラークッカーの長期的利用につ
ながる可能性がある。
また、エネルギーの生産方法として、ソーラ
ーエネルギーによる開発の選択肢を示し、将来
どのような開発を望むのか、その際の意志決定
の一助となることを意図した。
外部者が途上国への働きかけを行う際には、
途上国の人々を「受益者」とのみとらえるので
はなく、「行為者」としてとらえる姿勢が重要
である30。そして、適正な情報を伝え、人々の
自由な意思決定を尊重するための研修を行う必
要がある。
筆者は、上述の「④適正な情報」の「b政治
的情報」がエンパワーメントの観点から重要で
あると考える。エンパワーメントには様々な議
論があるが、「エンパワーメントは当該社会内
部の社会関係の変容によって達成される」とい
う点では、ほぼ一致している。したがって、エ
ンパワーメントの最終的な目的は「社会関係の
変革」であると言い換えてもよい31。政治的力
への転化の重要性と展望については、本稿の最
後で述べる。
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図表6 ソーラークッカー導入時研修が「社会的力」を与え、「貧困の罠」を断ち切る可能性
出典：筆者作成
 
 
 
   
 
 
  
   
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
3.4 ラダックでのソーラークッカー普及事業の
成功要因に関する考察
（1）「配慮すべき事項」が概ね満たされていた
上述のとおり、本事例では、開発便益が確認
できたが、どの地域でもソーラークッカーの導
入が成功するとは限らない。調査の結果、ラダ
ックでは、「配慮すべき事項」が概ね満たされ
ていたことが明らかになった。筆者はこれが、
成功要因のひとつであると考える（図表7参
照）。
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図表7 ラダックでの成功要因とソーラークッカー普及時に配慮すべき項目
出典：現地調査（2008年8-9月、2009年6－7月）に基づき筆者作成
配慮すべき 
項目 
 問 題 
ないか 
ラダックでの事例 
1 自然条件 ①日照 
②風 
○ 
○ 
①日照は十分ある。 
②強風による破損の被害はない 
2 住環境 ①日当たりのよい 
調理に適した場所 
②治安と保管場所 
と重量 
○ 
 
○ 
①適した場所がある。日常から薪や草を平たい屋根と 
テラスで乾燥させる家屋の構造になっている。 
②治安がとてもよく、盗難の心配がない。 
 
3 他の調理用 
エネルギーへ 
のアクセス 
薪・畜糞、ガス、 
灯油、電気など 
○ 他のエネルギーへのアクセスが困難で、ソーラークッ 
カーのニーズが高かった。 
4 食文化とソ 
ーラークッカ 
ーの機種選定 
①定番料理と必要 
とされる火力 
②家族の規模 
③ソーラークッカ 
ーの外観と質 
④生活サイクル 
○ 
 
○ 
○ 
 
○ 
①ポンポンと呼ばれるパンなど定番料理が頻繁に作 
られており、クッカーの火力は十分である。 
②人数が多いため火力の大きなクッカーを導入した。  
③質もよく、外観がきらびやかで「西洋的なもの」と 
して住民たちが受容し、誇りに感じている。 
④生活サイクルとソーラークッキングが合致する。 
5 文化的要因  ○ 事業対象地は、チベット仏教圏であり特別な問題がな 
かった。 
6 男女の性別 
役割分業 
 ○ 薪拾いにおける性別役割分業は特に見られず、男性も 
女性も調理を行うため、世帯内でソーラークッカーの 
メリットを享受する者に男女の偏りがない。 
7 そのほか事 
業形成時に配 
慮すべき点 
 
①黒い鍋の入手 
 
②購入資金へのア 
クセス 
③デモンストレー 
ション 
 
④運搬と配布 
△ 
 
○ 
 
○ 
 
 
× 
①黒い鍋の入手は難しい。すすで対応していた。黒と 
白の鍋どちらが 適しているか理解されていない。 
②外部者ジュレー・ラダックと、事業地内の社会関係 
資本により、資金へのアクセスが可能である。 
③ 2008 年度は実施されなかったため問題が生じた。デ 
モンストレーションを補ったのは、中心地のレーや、 
近所でソーラークッカーを見かけた経験であった。 
④運搬と配布は、最も困難であった。 2008 年事業は、 
運搬と配布の困難さにより進捗に遅れがでたため、 
2009 年度は途中までジュレ ・ーラダックが運搬と配布 
を行った。 
（2）ニーズの高さ
また、筆者は、本事例の事業地でソーラーク
ッカー普及事業の成功した要因の一つに、ニー
ズの高さがあると推察する。ニーズとは、他の
燃料へのアクセスが困難であるという要素だけ
ではない。ソーラークッカーなどの技術移転を
検討する際には、当該地域が抱える問題の全体
像を把握する必要がある。そして、ニーズの高
さや優先度を人々と協議した上で、技術導入の
是非を決定するべきである。たとえ調理用燃料
の入手が困難でも、ソーラークッカーでは解決
できない全く別の問題がある場合、ニーズの優
先度は下がる。こうした状況で、金銭的負担を
必要とするソーラークッカーのプロジェクトを
実施しても、人々に受け入れられない可能性が
ある。
本事例では、ソーラークッカーは、現地の問
題に貢献できる要素（開発便益）が大きく、
人々の中で高いニーズが認識されている。その
ため、導入が成功していると推察する32。2009
年に実施した住民参加型ニーズ調査において
も、ニーズの高さが確認できた。ソーラークッ
カーは、植林などに比べてコベネフィットであ
るがゆえに、いくつもの相乗効果が得られるた
めと考える（図表8参照）。
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図表8 ラダックの遠隔村における問題と解決策
出典：現地調査（2008年8－9月、2009年6－7月）に基づき筆者作成
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
   
 
 
 
 
 
  
 
  
  
  
 
 
 
 
 
 
4．おわりに－提言と展望－　
本稿は、コベネフィット型開発が途上国の
人々に与える影響について考察することを目的
として論じてきた。前述のとおり、開発便益が
もたらされたことが明らかになった。また、
2008年に研修を行わなかったことが原因とな
り問題が生じていたため、翌年には研修事業を
導入して改善をはかり、成果を得ることができ
た。考察をふまえて以下を提言する。
そして、最後にコベネフィット型開発が地球
環境レジーム33に与える影響と展望、及びコベ
ネフィット型開発の可能性について論じる。
4.1提言
途上国でコベネフィット型開発事業を実施す
る際は、開発便益を重視し、最も脆弱な人々の
ニーズに応じた支援を行うべきである。先進国
から途上国へ環境技術協力を行う場合には、①
技術レベルが適正であるか留意しなくてはなら
ない。技術レベルが高度すぎると、貧困層の
人々による維持管理が難しくなるケースが多
い。「コベネフィット」の気候便益にのみ着目
して大規模な技術を導入し、大幅にCO2を削減
しようとすると、技術が機能不全に陥る可能性
がある。
本事例のように、貧困層の社会開発に直接寄
与する小規模な技術の支援は、数あるコベネフ
ィット型開発の中でも、より効果的である。大
規模な技術を一部の地域に導入するよりも、小
規模な技術を一人でも多くの貧困層に普及して
生活を向上させることが望ましい。気候便益の
観点からも、故障後使われなくなる大規模な技
術より、長く確実に維持管理される小規模な技
術を支援するほうが、効果的ではないだろう
か。
②技術レベルが適正であることが確認できた
ら、研修の実施を検討する必要がある。設備な
どのハードだけを提供し、使い方や維持管理方
法などのソフト面の研修を行わなければ、技術
は定着しないケースが多い。技術レベルそのも
のが適正技術であっても、導入方法が適正でな
いと、現場でトラブルが生じることは、事例研
究からも明らかである。
研修では、技術の使い方だけでなく、開発便
益と気候便益について伝えることも、長期的な
利用を促すうえで効果的である。研修がエンパ
ワーメント効果をもたらす可能性は、本稿で検
討したとおりである。どのような情報提供が有
効であるかは、人々が抱えている問題によるた
め、研修内容は個別に検討する必要がある。
③導入を検討しているコベネフィット事業が
人々に開発便益をもたらすかどうかは、文化、
気候、風土、時機など様々な要因に左右される。
「コベネフィット」と謳われているからといっ
て、途上国の人々が受け入れるとは限らない。
事例のコベネフィット型開発では開発便益を得
られたが、成功した背景には様々な要因があっ
た。筆者が成功要因とみなした「配慮すべき事
項」がそろわない地域や、ニーズの優先度が低
い地域では、失敗する可能性が高くなると考察
する。
よって、コベネフィット型開発導入の可否は、
個別にニーズを調査して判断する必要がある。
当該地域の人々のニーズを無視して「環境技術」
の利用を強いる「支援」を行ってはならない。
④また、コベネフィット型開発は、政治的力
の獲得を視野に入れて設計されるべきであると
考える。具体的には、導入時の研修にて政治的
情報（環境問題に関する知識や非持続的な開発
計画の情報などを含む）を伝え、最終的な社会
関係の変革を可能にすることが、エンパワーメ
ントの観点や、今後の展望を考える上で必要で
ある。
4.2展望
1992年にリオ・デ・ジャネイロで開催され
た国連環境開発会議を経て、環境問題はようや
く国際社会の最重要課題のひとつとして認識さ
れるようになり、現在では総数200を超える環
境条約が締結されている34。しかしながら地球
環境ガバナンス35への取り組みは失敗し続けて
いる36。2009年末にコペンハーゲンで開かれた
国連の気候変動枠組み条約締結国会議（COP15）
でも、各国の利害が複雑に絡み合い、協調行動
の妨げになっている。このように、地球環境レ
ジームが行き詰まっている現状に対して、コベ
ネフィット型開発は下記のように多大な可能性
を有していると考える。
すなわち、コベネフィット型開発は、①途上
国で開発便益と気候便益を達成する。②途上国
と先進国で環境意識の浸透を促す。その結果、
各国の事情や利害の違いを乗り越える政治的決
断がなされる。③地球環境ガバナンスの行き詰
まりが解消され、環境悪化による途上国の人々
の更なる困窮化を阻止する。これが、筆者の期
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待するコベネフィット型開発の展望である。よ
って、コベネフィット型開発において、政治的
力への転化を視野に入れることは重要となる。
本稿では、途上国におけるミクロレベルの事
業の開発便益に焦点をあてて、コベネフィット
型開発の可能性を論じてきたため、環境意識の
浸透や政治的意志決定への貢献度の検証は今後
の研究が待たれる。特に、本稿でほとんどふれ
ることのできなかった、先進国や新興国の人々
への環境意識の浸透が重要である。気候変動問
題を引き起こし、最も脆弱な途上国の人々を更
なる貧困に陥れているのは、エネルギーを大量
に消費する国々である。行動の変革を求められ
ているのは、途上国の貧困層だけではない。
以下、途上国での環境意識の浸透と政治的力
への転化についてまとめ、その実現可能性につ
いて私見を述べる。次に、先進国での環境意識
の浸透の可能性と各国政府に求められている対
応を論じ、コベネフィット型開発の展望とす
る。
まず、途上国の人々への環境意識の浸透は、
以下の過程で可能となると考える。先進国が途
上国の貧困層のニーズに応じたコベネフィット
型開発を行い、人々の生活が少しずつ向上する。
そして、生活に少しゆとりができた段階で、政
治的情報や環境問題についての情報を伝える。
すると、知識や情報の獲得と、日々のコベネフ
ィット型技術を利用する過程で、環境意識が浸
透する。そして、その環境意識に基づき、人々
が自国の政府に対して持続可能な開発を求める
ボトムアップのアドボカシーを行う。これによ
り、地球環境レジームの最大の阻害要因である、
政治的意志の欠如37を克服することができる。
これは非現実的な理想論であろうか。筆者は、
現地調査を行う前は、地球環境レジームにおけ
るボトムアップアプローチの可能性は、理論上
は正しいが実現は極めて難しいと考えていた。
しかしながら、現在では環境意識が浸透し、個
人が行動を変革して政治的力を獲得すれば、各
国政府の政治的決断は可能になると考える。地
球環境問題を考える際、途上国の人々も、先進
国の市民一人ひとりも、みな行為者である。ラ
ダックの人々は、薪やガスや灯油の利用からソ
ーラークッカーへ切り替え始めた。ソーラーク
ッカー以外にも、自然エネルギーを利用した持
続可能な発展を選択し、人々が自らの手にエネ
ルギーを取り戻しつつある。これは中心に依存
するエネルギーからの離脱、すなわち社会的関
係の変革であり、大きな意味を有する。ラダッ
クの人々が、自分たち自身で環境を守り、生活
を向上させていこうとする姿勢は、地球環境ガ
バナンスのアクターとしての個人の可能性の大
きさを示唆するものである。薪に依存する途上
国の個人がソーラークッカーを使えば、年間に
消失する森林の36%を守ることができるとい
う。
また、途上国におけるボトムアップのアドボ
カシーは、ラダックでの経験を契機として可能
であると考えるようになった。すなわち、気候
変動の原因と人々が実感している身近な被害に
ついて研修した際、ある受益者が、「こうした
問題に対して、世界の国々はどのような取り組
みをしているのか」と尋ねた。自分たちの調理
用の薪以外にも、先進国とインドの中心部の発
展が排出している多量の温室効果ガスが、自分
たちの生活基盤である環境を破壊している。気
候変動の影響で、異常な豪雨に見舞われ、畑や
家屋が洪水で流されている。このような世界の
関係性を理解した人々から発せられる、上述の
ような疑問や問題意識を集めて政治的力に転化
し、ボトムアップのアドボカシーがなされれば、
今後の地球環境レジームの展望が開かれるので
はないだろうか。
途上国の人々の行動が変革されつつある現
在、私たち先進国の市民のあり方を考えなけれ
ばならない。筆者は、コベネフィット型開発の
可能性は、途上国で開発便益と気候便益を達成
するだけでなく、先進国の人々の環境意識を向
上させていく点にも見出せると考える。すなわ
ち、「気候変動の影響で途上国の人々の暮らし
106
は困窮化している。その原因となっているのは
先進国の我々である。我々は途上国でコベネフ
ィット型開発を実施し、もともとエネルギー消
費が少ない人々にソーラークッカーの利用を奨
励した。その結果、二酸化炭素の排出量を減少
させてヒマラヤの樹木を守ることに成功した」
と気候便益について先進国の人々に「成果」を
報告する。すると、報告を聞いた先進国の人々
には、「自らの生活を変えず、相変わらずエネ
ルギーを大量に使っていながら、途上国にコベ
ネフィット型開発を行い、『気候便益』を得て
いるだけでよいのであろうか」、という疑問が
生じると推察する。
少なくとも、筆者自身はラダックにおけるコ
ベネフィット型開発を推進しながら、その矛盾
に終始向き合わざるを得なかった。もちろん、
ラダックの人々は気候便益の観点よりも開発便
益の観点からソーラークッカーを必要としてい
るため、支援を行うこと自体は妥当であると考
えるが、筆者の問題意識の根底にあった「環境
悪化と貧困の悪循環」に対処するためには、途
上国だけで取り組んでいたのでは、成果は限定
的である。しかしながら、先進国の人々が現状
を認識し環境意識が浸透すれば、その民意が政
治的意志決定の基盤となる。
コベネフィット型開発は、始まったばかりで
成果はまだ出ておらず、現時点ではその展望を
期待することしかできない。しかし、環境意識
の浸透が政治を変えていく可能性は、2006年
の映画『不都合な真実』以後、アメリカで環境
意識の浸透が進み、温暖化対策へ協力的な姿勢
を見せはじめていることにも見て取れる。よっ
て、個人を対象としたミクロのコベネフィット
型事業は、環境意識を浸透させ、政府間協議な
どマクロレベルでの変革を実現し、気候変動問
題への突破口となる可能性を有すると推察す
る。
前述の、ラダックの人々から発せられた「世
界の国々はどのように取り組んでいるのか」と
いう疑問に、先進国の市民も、各国の為政者も
こたえなくてはならない。各国が異なる事情を
乗り越えて気候変動対策を行うことが求められ
ている。行き詰まっていたCOP15では、インド
も歩み寄りの姿勢を見せた。日本もさらなる政
治的決断を行うべきであり、それを支える環境
意識の浸透が必要とされている。気候変動対策
を行わなければならないのは、途上国の人々を
一層困窮化させ、生存を危うくするためである。
地球温暖化を放置すれば、世界各地で洪水や干
ばつが起き、紛争や貧困が広がり、生物の多様
性は失われ、人類の繁栄が持続不能に陥りかね
ない。エゴを前面に押し出している各国に、環
境意識の浸透とエゴを乗り越える政治的決断が
求められている。
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える重要性を述べている（アマルティア・セン
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31 佐藤、前掲書、9頁。
32 ソーラークッカーの開発便益の大きさだけでな
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の上位に上がった要因であると考えられる。薪
拾いの困難さを同様に解決する「植林」事業は、
長年人々が自らコストをかけずに行ってきた
が、ソーラークッカーは、購入資金を必要とす
るため、上位にランクした可能性もある。
33 山本吉宣は、レジームとは「行為体が自己規律
を行うためのルールのセット」であるとしてい
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際取引』三省堂、2001年、11頁）。
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2003年、93頁）。
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上書、94頁）。
36 阪口、前掲論文、37頁。
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